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租税特別措置等に係る政策の事前評価書

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称

中小企業・小規模事業者の再編・統合等に係る税負担の軽減措置の創

設

2 対象税目 （国税 19・地方税 22（自動連動））

（所得税：外、法人税：義、法人住民税：義、個人住民税：外、事業税：義、登録

免許税：外、不動産取得税：外）

【新設・拡充・延長】

3 租税特別措置等の内容 《内容》

今後 5 年の間に、70 歳（平均引退年齢）を超える中小企業・小規模
事業者の経営者は約 60 万人にのぼる。うち半数以上が後継者未定と
なっており、現状を放置すると、中小企業等の廃業により多くの雇用
が失われ、GDP を押し下げる可能性。

そのため、早期の事業承継を促していく施策を講じる必要がある。
事業承継にあたり、親族以外に事業承継（売却、M&A）し、経営資源
の統合や知見を持った経営者等に事業を引き継ぐことで、サプライチ
ェーンや地域経済の活力維持、発展に繋がっているケースも近年増加
しつつある。

また、他企業や親族外経営者等に経営を引き継ぐ場合、ファンドか
ら出資を受けた後に事業承継を行う場合に生じる以下の税負担を軽
減することにより、事業承継の円滑化を図る。

①株式、事業の譲渡益に係る税負担の軽減
②事業譲渡等により生じる資産の移転等に係る税負担の軽減
③一定の要件を満たすファンドからの出資を受けた際の中小企業者

要件の緩和

《関係条項》

―

4 担当部局 医薬・生活衛生局生活衛生課

5 評価実施時期及び分析

対象期間

評価実施時期：平成 29 年８月 分析対象期間： 平成 30 年度～31 年度

6 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 ―

7 適用又は延長期間 平成 31 年度末まで

8 必要性

等

① 政策目的

及びその

根拠

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》

親族以外への事業承継をより一層の円滑に行える環境を整えることにより、

経営者の高齢化や後継者不足を原因とした廃業を減少させ、優良な経営資源

を有する中小企業・小規模事業者の事業継続を支援し、地域経済・雇用の維

持・活性化を図る。

《政策目的の根拠》

今後 5 年の間に、70 歳（平均引退年齢）を超える中小企業・小規模事業者

の経営者は約 60 万人にのぼる。うち半数以上が後継者未定となっており、現

状を放置すると、中小企業等の廃業により多くの雇用が失われ、GDPを押し下

げることとなるため、次世代への経営引き継ぎは喫緊の課題。

経営者の年齢が若いと売上高が増加する傾向があることから、次世代への

経営引き継ぎは、地域経済・雇用の維持・活性化にも繋がる。

こうした背景を踏まえ、事業承継施策の推進等は未来投資戦略 2017 等の
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政府決定にも明記されているところ。

事業承継にあたり、親族以外に事業承継（売却、M&A）し、経営資源の統合

や知見を持った経営者等に事業を引き継ぐことで、サプライチェーンや地域経

済の活力維持、発展に繋がっているケースも近年増加しつつある。

また、後継者が不在のため事業承継が行えない、新事業等への投資余力

がないために事業の継続をためらうといった課題を抱える中小企業等にとっ

て、ファンドが一時的に出資し、収益力を強化した上で、従業員や第三者等に

引き継ぐことも有用な手段。

こうした多様な手法を用いて事業の再編・統合が活発に行われるインセンテ

ィブを与えることにより、次世代への経営引継ぎを加速させることが必要不可

欠。

「未来投資戦略 2017」（平成 29 年６月９日）

Ⅲ 地域経済好循環システムの構築

１．中堅企業・中小企業・小規模事業者の革新／サービス産業の活性化・生

産性向上

ⅱ）金融機能の活用や一貫した支援体制の構築を通じた、生産性向上や円滑

な事業再生・事業承継、適切な新陳代謝等の促進

・今後５年程度を事業承継の集中実施期間とし、従来の事業承継支援に加え

て、早期・計画的な事業承継準備（プレ支援）、事業承継を契機とした後継者

等による経営革新等への支援（ポスト支援）に取り組む。

新たに分かりやすい事業承継診断手法を導入し、年間５万件の診断を行うな

ど施策を抜本強化し、事業引継ぎ支援センターの支援を通じた M&A 等の成

約件数の年間 2,000 件を目指す（直近の約５倍）。また、多様化する中小企

業・小規模事業者の事業承継の実態を踏まえ、事業承継税制等の効果を検

証しつつ、引き続き、事業承継関連制度における対応等について検討する。さ

らに、地域としての成長性の確保を図るため、地域における中小企業・小規模

事業者の事業統合・再編等の効果的な連携について、必要な方策の具体化

に向けた検討を行い、本年内に結論を得る。

「経済財政運営と改革の基本方針 2017」（平成 29 年６月９日）

４．地方創生、中堅・中小企業・小規模事業者支援

（３）中堅・中小企業・小規模事業者支援

地域経済の主役である中堅・中小企業・小規模事業者が経営強化を図り、

引き続き、地域経済を牽引していくため、きめ細かな取組を行う。

多様な人材掘り起し等による人手不足や働き方改革への対応、集中実施

期間を設けた上での事業承継施策の推進や統合・再編の枠組みの検討及び

副業・兼業の推進を含む創業支援を進める。

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け

基本目標Ⅱ 安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること

施策大目標５ 生活衛生の向上・推進を図ること

施策目標１ 生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等により、生活衛

生の向上、増進を図ること
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③ 達成目標

及びその

実現によ

る寄与

《租税特別措置等により達成しようとする目標》

本措置は、中小企業・小規模事業者の事業再編等の活性化と、それを通じ

た円滑な事業承継を促進し、優良な経営資源を有する中小企業の事業の継

続を図り、地域経済の活力維持を実現する。

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》

今後 5 年の間に、70 歳（平均引退年齢）を超える中小企業・小規模事業者

の経営者は約 60 万人にのぼる。うち半数以上が後継者未定となっており、現

状を放置すると、中小企業等の廃業により多くの雇用が失われ、GDPを押し下

げることとなってしまう。

本措置により、後継者不足等で廃業をする可能性のある事業者に対して、

課税負担を軽減することで、事業再編等を通じてその事業の存続を図るもの

であり、地域経済・雇用の維持・活性化に繋がることとなる。

9 有効性

等

① 適用数等 精査中

② 減収額 精査中

③ 効果・税収

減是認効

果

《効果》

中小企業者・小規模事業者の事業再編等を通じた活力の維持・成長に向け

た取組を行うものに対して、その課税負担を軽減するものであり、当該措置は

有効である。

《税収減を是認するような効果の有無》

本措置は後継者不足等で廃業をする可能性のある事業者に対して、課税
負担を軽減することで、事業再編等を通じてその事業の存続を図るものであ
り、地域経済・雇用の維持・活性化のために必要な措置である。

10 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等

中小企業経営者の円滑な事業承継という政策目標を達成するには、中小企

業の全て（約 380 万社）に政策効果が行き渡る税制による措置を講ずることが

適当。

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担

中小企業の事業承継支援ための事業再編等に対する支援措置は他にな

い。

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性

今後 5 年の間に、70 歳（平均引退年齢）を超える中小企業・小規模事業者

の経営者は約 60 万人にのぼる。うち半数以上が後継者未定となっており、現

状を放置すると、中小企業等の廃業により多くの雇用が失われ、地域経済に

も多く打撃を与えることとなるため、それを未然に防ぐための本措置は地域の

経済の活性化・雇用に資する。

11 有識者の見解 -

12 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期

-


